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 第 1 章では、上述のような本論文の問題意識と論文全体の構成について説明した。 
第 2 章では、主要な会計基準における後入先出法の取扱いを確認した。そのなかで、国
際会計基準審議会（以下、International Accounting Standards Board: IASB）が公表し
ている 2003 年 12 月に改訂された国際会計基準第 2 号（以下、改訂 IAS2 号）、および、




流れが実際の財の流れと一致しないことの 3 点にあることを確認した。 
 第 3 章では、後入先出法の計算構造を他の棚卸資産評価方法の計算構造と比較するなど
して、後入先出法の計算構造の一般的な特徴として、次の 3 点が挙げられることがわかっ


















な変動であるとされていた。さらに、同じ米国における 1940 年頃から 1950 年代にかけ
ての継続的なインフレーションのもとでは、その特徴が再投資に必要な資金を外部に流出
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第 1 章 はじめに 
 
 近年、主要な会計基準設定主体である、米国の財務会計基準審議会（以下、Financial 
Accounting Standards Board: FASB）、および、国際会計基準審議会（以下、International 
Accounting Standards Board: IASB）、日本の企業会計基準委員会（以下、Accounting 










IASB は、2003 年に改訂版の国際会計基準第 2 号「棚卸資産（Inventories）」（以下、
International Accounting Standard No.2(R): 改訂 IAS2 号）を公表している。この改訂
では、それまで棚卸資産評価方法の 1 つとして認められてきた、後入先出法の使用が禁止
されることになった。その後、ASBJ が 2008 年に公表した改訂版の企業会計基準第 9 号
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（以下、改訂 9 号）でも、後入先出法の使用は禁止
されている。しかし、米国における現行基準である、米国会計士協会（以下、American 
Institute of Accountants: AIA）が 1953 年に公表した会計研究公報第 43 号（以下、
Accounting Research Bulletin No.43: ARB43 号）では、後入先出法の使用はこれまでど
おり認められている。さらに、後入先出法の使用を禁止しようとする動きも見受けられな
い。 


























第 4 章では、20 世紀前半ごろの米国における後入先出法の取扱いを参考にしながら、後
入先出法の歴史的役割について考察する。 



















第 2 号「棚卸資産（Inventories）」（以下、改訂前 IAS2 号）および改訂 IAS2 号の 2 つの
基準を取り上げる。第 2 節では、日本における棚卸資産評価方法に関する会計基準を取り







際会計基準では、2003 年 12 月まで、改訂前 IAS2 号が棚卸資産評価方法を規定していた。




2.1.1 改訂前 IAS2 号 
 改訂前 IAS2 号の原価配分方法に関する規定では、互換性のある棚卸資産とそうではな
い棚卸資産とに分けて規定されている。互換性のない棚卸資産の原価、および、特定のプ
ロジェクトのために製造され、かつ、他の棚卸資産から区別されている財貨または役務の
原価については、個別法によって配分されなければならないとされている（改訂前 2 号, 19
項）。一方、互換性のある棚卸資産については、標準的な処理方法として先入先出法また
は加重平均法が示され、それにしたがって原価を配分しなければならないとされている
（改訂前 2 号, 21 項）。そのなかで、後入先出法は、あくまでも認められる代替的な処理




方法として規定されている（改訂前 2 号, 23 項）。なお、互換性のある棚卸資産に個別法
を使用することについては、払い出す棚卸資産項目の選択によって、その期の純損益に意
図的な影響を与える可能性があるとして認めないとされている（改訂前 2 号, 20 項）。 
 
2.1.2 改訂 IAS2 号 
 改訂 IAS2 号の原価配分方法に関する規定は、改訂前 2 号の規定と同様に、互換性のあ
る棚卸資産とそうでない棚卸資産とに分けて規定されている。互換性のない棚卸資産に関
して、改訂前 2 号と同様に、個別法によって配分されなければならないとされている（改
訂 2 号, 23 項）。互換性のある棚卸資産については、先入先出法または加重平均法によっ
て配分されなければならないとされている（改訂 2 号, 25 項）。しかし、改訂 IAS2 号では、
改訂前 IAS2 号で見られたような後入先出法の使用を認める規定はなくなり、原価配分方
法としての後入先出法の使用が禁止されている。 
 改訂 IAS2 号では、後入先出法の使用が禁止されたことについて、「後入先出法は、棚卸
資産の最新の項目を最初に売却されるものとして扱い、その結果、棚卸資産に残っている
項目は、最も古い項目であるかのように認識される。一般的に、これは棚卸資産の実際の




















は、2008 年 9 月まで、企業会計原則が棚卸資産評価方法を規定していた。2008 年 9 月の
改訂 9 号の公表以降は、改訂 9 号が棚卸資産評価方法を規定している。改訂 9 号では、改
訂を検討するに至った背景として、後入先出法の取扱いが日本基準と国際会計基準の相違
点の 1 つとされ、ASBJ と IASB との会計基準のコンバージェンスに向けた共同プロジェ
クトの中で長期コンバージェンス項目に位置づけられていたことが指摘されている（改訂
9 号, 26-3 項）。2007 年 8 月以降は、後入先出法の取扱いが、ASBJ と IASB との間で「会
計基準のコンバージェンスの加速化に向けた取組みへの合意（東京合意）」の中で短期コ
ンバージェンス項目に位置づけられたため、改訂に向けた作業が積極的に行われたとされ
ている（改訂 9 号, 26-4 項）。本節では、これ以降、後入先出法の取扱いを中心に、企業会










2.2.2 改訂 9 号 
 改訂 9 号では、「棚卸資産については、原則として購入代価又は製造原価に引取費用等
の付随費用を加算して取得原価とし、次の評価方法の中から選択した方法を適用して売上
原価等の払出原価と期末棚卸資産の価額を算定するものとする。」（改訂 9 号, 6-2 項）とさ
れている。そして、棚卸資産評価方法の選択肢として、個別法、先入先出法、平均原価法
および売価還元法が示され、後入先出法の使用は認められていないことがわかる。 








は生じるが、後入先出法との比較において、その問題は小さいと考えられる。」（改訂 9 号, 
34-9 項）とされ、保有利益が半永久的に実現しない点が問題視されている。第二に、「第
34-7 項3で示されたように、後入先出法を採用することにより、棚卸資産の期末の数量が
期首の数量を下回る場合には、累積した保有利益が計上されることとなる。」（改訂 9 号, 
34-9 項）とされ、特定の状況下において保有利益が計上されうる点が問題視されている。
さらに、「後入先出法を採用している上場企業は少ない上に、近年、その採用企業数は減




引き続き認めるべきではないかという意見もあるものの、当委員会は、近年 IASB が IAS 
第 2 号の改訂にあたって後入先出法の採用を認めないこととしたことを重視し、会計基準
の国際的なコンバージェンスを図るため、本会計基準においては、選択できる評価方法か






AIA から 1953 年 6 月に公表された ARB43 号が、現在も継続して棚卸資産評価方法を規
定している。また、ARB43 号の規定を補うために、米国証券取引委員会（以下、Securities 
Exchange Committee: SEC）が公表している、証券取引委員会職員会計公報（以下、Staff 
Accounting Bulletin: SAB）の中に、後入先出法に関する規定が盛り込まれている。同様
に、1981 年に SEC から会計連続通牒第 293 号（以下、ASR293 号）が公表されている。
                                               





本節では、これ以降、後入先出法の取扱いを中心に、ARB43 号ならびに ASR293 号およ
び SAB11 の 2 つの規定を確認する。 
 




場合には売価還元法も実務的、かつ、適切である。」（4 章 5 項）とされ、後入先出法の使
用が認められている。 
 
2.3.2 2 つの補足的な規定 
 前項で紹介した ARB43 号とは別に、SEC から 2 つの規定が出されている。これらの規
定は、後入先出法のもとで生ずる在庫の払出しによって損益計算が歪む可能性を配慮して
のものである。 











以上のように、米国における後入先出法に関する 2 つの補足的な規定のうち、SAB に関
しては、それが意図的に行われたものであるか否かに関わらず、在庫の払出しによる損益
計算への影響を考慮しての規定であるといえる。一方で、ASR293 号は、後入先出法によ
                                               









整理すると、図表 2-1 のように表すことができる。 
 
図表 2-1「各基準における後入先出法の使用の可否と廃止の論拠」 
 基準 後入先出法の使用 廃止の論拠 
国際会計基準 
改訂前 IAS2 号 ○  





企業会計原則 ○  
改訂 9 号 × 国際会計基準とのコンバージェンス 









 改訂 IAS2 号における後入先出法の廃止の理由、および、改訂 9 号の結論の背景で指摘










                                               
5 1つ目の指摘について、改訂9号では改訂 IAS2号での指摘を引用する形で紹介するに留めている（34-8項）。 
11 
 









































中に毎月 10 個ずつ仕入れを行う。当該企業の期中払出量が期中仕入量と同量の 120 個で
あったとする。当該企業に棚卸資産評価方法として後入先出法を用いると、期中の 1 月か















先程の企業の期中払出量が 110 個であるとする。そうすると、期中の 2 月から 12 月に仕
入れられた棚卸資産 110 個の仕入原価総額が売上原価に配分され、期首在庫量 20 個に関













































 以上のように、本項では、期中払出量と期中仕入量の異なる 3 つの場合における、後入
先出法による原価の配分を確認した。後入先出法のもとでは、期中払出量と期中仕入量の
関係に関する 3 つの異なる場合で、売上原価および次期繰越分に配分される原価の構成が











 売上原価（130 個） 
期首在庫の一部＋1～12 月仕入分 





































は、期首在庫量 20 個に関する原価と、期中仕入量のうち 1 月から 10 月に仕入れられた棚
卸資産 100 個の仕入原価によって構成されることとなる。次期以降への繰越分は、後入先
出法のもとでは、期首繰越分に関する原価によって構成されるのに対して、先入先出法の
                                               
8 先入先出法も、後入先出法同様、評価の頻度によって計算結果が異なるが、本論文では特に断りのない限り、
先入先出法は期別先入先出法によって行われるものと想定する。 
9 図表 3-1 を確認されたい。 
15 
 
もとでは、11 月および 12 月に仕入れられた棚卸資産 20 個の原価によって構成されるこ
とになる。 
 

























                                               
10 ここでの取替原価法の定義については、同様の検討を行っている渡邊（1958, 274）によるものとする。 































する原価が売上原価を構成する。そこでは、12 月の売上に対して 11 月の仕入原価が対応










































                                               































































































たらされ、何を目的としていたのかを確認する。第 1 節では、20 世紀初頭から 1938 年米
国歳入法によって後入先出法の使用が認められるまでの後入先出法などに関する議論を




4.1 1938 年歳入法による採用まで 
 本節では、20 世紀初頭から 1938 年歳入法によって後入先出法の使用が承認されるまで
の時期における、米国での棚卸資産評価方法について確認する。 













                                               


























1910 年代半ばから 1938 年までの米国では、第一次世界大戦および世界恐慌などによる
経済状況の変化の中で、物価に激しい変動が生じていたとされている。渡邊（1958）では、
物価の変動の様子について、卸売物価指数を用いて説明されている。それによれば、1913
年に 69.8 であった卸売物価指数は、第一次世界大戦による経済状況の変化で、1920 年に




恐慌により 1920 年代末から 1930 年代初期にかけて再び下落したとされている。このよ
うに、1913 年から 1932 年の 20 年間の物価変動は、長期的にみれば、激しい変動を伴う
周期的で回帰的なものであったということが確認できる。周期的で回帰的であったことを






















                                               
14 詳しくは、渡邊（1958）の p.296 を参照されたい。 
































4.1.3 後入先出法の登場と 1938 年歳入法による承認 
 基礎在高法が、1922 年に内国収税局によって棄却されたのち、1929 年から 1932 年に
                                                                                                                                              
（2003, 63）を参照されたい。 
18 National Lead Co.の 1920 年の年次報告書で用いられたとされている。詳しくは、青柳（1969, 175）を参
照されたい。National Lead Co.は、通信業や自動車製造業向けの金属製品を扱う企業である。 




























1936 年に AIA の特別委員会が公表した報告書に示されているとされている。そこでは、
アメリカ石油協会が、後入先出法を推奨した目的について言及されている。 
                                               






































































                                                                                                                                              
後入先出法によって課税所得が算出される方が、税収は物価変動に関係なく一定であることが期待でき、税収
の変動も少なくすることができると主張されたとされている。このメカニズムについては、次項を確認された
い。また、経緯については、渡邊（1958）の pp.260-266 において詳しく検討されている。 




の価格は、およそ 4 年に 1 回の回帰的な価格変動を起こすものを想定する。尚、ここでは
議論の単純化のために、低価法は用いられないものと想定する25。 
 
図表 4-1 周期的で回帰的な価格変動のもとでの先入先出法と後入先出法による損益計算 
（在庫が 1 年分である場合） 
        価格 
 
 
                   売価 
                     仕入原価 
 
 
第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期 第 5 期 会計期間 
 
（先入先出法の場合）            （後入先出法の場合） 
 利益                    利益 
 
 
 損失                    損失 




                                               
24 極端な例であるが、説明の便宜上 1 年分の在庫を必要する。 










2 期（当期）における価格の上昇局面を想定しよう。第 2 期の利益は、第 2 期の比較的価
格水準の高い売上高に対して、第 1 期の比較的価格水準の安い売上原価が対応させられ計
算される。この場合、利益金額の中には、第 1 期に仕入れられた棚卸資産の 1 年という保
有期間で生じた値上がり分が含められることになる。一方、図の中の第 3 期から第 4 期に
おける価格の下落局面を想定しよう。第 4 期の利益数値は、第 4 期の比較的価格水準の低
い売上高に対して、第 3 期の比較的価格水準の高い売上原価が対応させられ計算される。
この場合、利益金額の中には、第 3 期に仕入れられた棚卸資産の 1 年という保有期間で生
じた値下がり分が含められることになる。 
 今度は、当該企業が後入先出法を用いる場合を想定しよう。比較しやすくするため、先
程と同様に、第 2 期および第 4 期の利益数値について考えることとする。第 2 期の利益は、
第 2 期の比較的高い価格水準の売上高に対して、第 2 期の同じ価格水準の売上原価が対応
させられることによって算出される。第 4期の利益も同じように求められる。したがって、





















AIA（1952）では、この会計思考の変化に関して、1947 年に AIA から公表された ARB29





















4.2 1938 年歳入法による採用以降 
 本節では、1938 年歳入法によって後入先出法が承認されてから 1950 年代に物価変動会
計をめぐる議論が活発になるまでの時期における、米国での後入先出法の取扱いについて
確認する。 
 第 1 項では、1940 年代における企業による後入先出法の適用に関する状況を確認する。
















その後、1940 年代の第二次世界大戦および 1950 年代前半の朝鮮動乱などによる経済状
況の変化により、当時の物価変動は継続的な上昇傾向にあったとされている28。そのよう













                                               
26 詳しくは、渡邊（1958）の p.269 を参照されたい。 
27 青柳（1969, 173）によれば、小売業については、1939 年の歳入法では承認されず、その後再三にわたる請
願活動の結果、1948 年にようやく承認された。 











 1940 年代から 1950 年代前半の米国における継続的な物価の上昇は、前項で確認したよ
うな節税目的による後入先出法の使用の拡大をもたらした。一方で、この継続的な物価の
上昇は、企業の資本維持に関する議論の活発化を会計にもたらした。 
 アメリカ会計学会（以下、American Accounting Association: AAA）の概念および基準

















































                                               
29 詳しくは、清水（1967）の pp.193-197 を参照されたい。 
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 第 2 節では、1938 年の米国歳入法による後入先出法の使用の承認から、1950 年代の資
本維持をめぐる議論が活発になるまでの、後入先出法の取扱いをめぐる議論を紹介した。














第 5 章 廃止の論拠 
 
 本章では、改訂 IAS2 号で後入先出法の廃止の論拠とされた 3 つの問題点について詳し
く確認する。 





















































 AIA は、1949 年に後入先出法に関する論文として、「棚卸資産の再評価額は開示される
べきか。」（以下、AIA（1949））という論文を Journal of Accountancy に掲載し、これに
対する意見の募集を行った。そのなかでは、再評価額の開示に賛成する立場の見解と反対






して Peloubet の見解（以下、Peloubet（1950））が取り上げられている。 



































































































































































































& Littleton（1940）と Paton & Paton（1952）を参照しながら、Paton の後入先出法に
対する見解を検討している。 
 平敷（1970a）では、Paton が後入先出法への頑固な反対論者であることが確認され、
その反対の主な理由として、次の 5 つの点が紹介されている。1 つ目は、原価の流れの仮
定と実際の物の動きとが合致しないというものである。2 つ目は、棚卸資産管理上不都合
であるというものである30。3 つ目は、計算技術上の観点から欠点をもつというものであ













May（1950）では、後入先出法と先入先出法は、ただ 1 つの概念における 2 つの異なる































 この点に関して、後入先出法を廃止した改訂 IAS2 号には次のような記述がある。「当審
議会は、棚卸資産の流れは表現の忠実性を欠いていることから、後入先出法について削除
することで合意した。この合意は、後入先出法に類似する棚卸資産の流れを反映する特定











































































































表 6-1 は、この日経商品指数 17 種の 2000 年 1 月から 2010 年 4 月までの各月の終値をも
とに作成されたグラフである。この期間の日経商品指数 17 種の動向をみると、2003 年か
ら 2008 年 7 月にかけて小規模な周期的で回帰的な変動を伴いながら、長期的に上昇傾向
にあったことが確認できる。そして、2008 年 7 月末の 183.934 をピークに 2009 年 2 月末





                                               
32 日経商品指数 17 種は、毎日取引されている工業品および穀物商品の価格を無加重幾何平均し、1970 年の
値を 100 として指数化したものである。 
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図表 6-1 日経商品指数 17 種の月末終値（2000 年 1 月から 2010 年 4 月） 
 




動は、2000 年以降で最も値動きの激しい資産の 1 つであった。 
図表 6-2 のように、原油の価格は、IAS2 号が改訂された年の翌年である、2004 年から
2006 年にかけて、周期的で回帰的な変動を伴いながら、長期的には緩やかな上昇傾向を
みせていることがわかる。2007 年から 2008 年 6 月までの 1 年半では、その価格がおよそ
3 倍になるほどの、急激な価格の上昇をみせている。その後、2009 年 6 月末（136.45）を
ピークに、2009 年 12 月末（34.40）までの半年間で、その価格が 4 分の 1 になる急激な
下落をみせている。それ以降の 1 年半では、周期的で回帰的な変動を伴いながら価格が 2
倍になる上昇傾向を見せている。 








図表 6-2 原油価格（現物）の月末終値（2000 年 1 月から 2010 年 4 月） 
 











                                               
33 金については、リーマン・ショック後の大規模な財政出動による各国の財政不安を原因とした通貨に対す
る信頼性の欠如から、金融危機後もあまり下落することなく上昇し続けている。 



























 米国における会計基準の設定主体である FASB は、1978 年に財務会計概念基準書 1 号


































                                               








 日本の会計基準の設定主体である ASBJ は、討議資料『財務報告の概念フレームワーク』























 本項では、企業価値評価モデルの 1 つである残余利益モデルを確認する。そのうえで、
企業価値評価における会計情報の利用のされ方について確認し、会計情報に必要とされて













































 本項では、第 4 章で確認された後入先出法の歴史的役割を用いて、後入先出法の現代的
意義を考察する。 

















                                               
36 このような主張は、Beaver（1981）などでも主張されている。 






























































                                               
38 石油精製業には、石油の備蓄の確保等に関する法律（略称、石油備蓄法）によって、一定量の石油の備蓄
が義務付けられている。たとえば、石油に関しては製品換算で 70 日分の備蓄目標が設定されており、実際に















































































































第 7 章 むすびに 
 
本論文では、「後入先出法の現代的意義に関する一考察」と題して、棚卸資産評価方法









 第 1 章では、上述のような本論文の問題意識と論文全体の構成について説明した。 
第 2章では、主要な会計基準における後入先出法の取扱いを確認した。そのなかで、IASB
が 2003 年 12 月に公表している改訂 IAS2 号、および、日本の企業会計基準委員会が 2008





 第 3 章では、後入先出法の計算構造を他の棚卸資産評価方法の計算構造と比較するなど
して、後入先出法の計算構造の特徴として、次の 3 点が挙げられることがわかった。その


















変動であるとされていた。さらに、同じ米国における 1940 年頃から 1950 年代にかけて
の継続的なインフレーションの下では、その特徴が再投資に必要な資金を外部に流出させ
























































































補章 1 後入先出法の補強策 
 
 補章 1 では、第 6 章 4 節の中で言及された、棚卸資産の時価情報の開示方法、および、
在庫の払出しによる損益計算への影響に関する対処方法を提案する。 













 棚卸資産の時価の開示には、大きく分けて 2 つの方法が想定される。1 つは、注記によ













































 具体例を用いて説明すると、在庫として計上されている棚卸資産の原価が 50 であった
とする。議論の単純化のために、その期の売上は棚卸資産 10 単位であり、1 単位当たりの
売価は 120 であるとする。その期の仕入れは、棚卸資産 9 単位だけ行われ、1 単位当たり
の仕入原価は 100 であったとする。在庫の払出しによる対処がない場合に計上される利益
金額は、売上高 1200 に対して売上原価 950（当期仕入分の 900 と在庫の払出部分の 50
の合計）が対応させられ、250 の利益が計上されることになる。一方、対処のある場合に
は、売上高 1200 に対して売上原価 1000（当期仕入分の 900 と在庫の払出部分の期中平均
仕入原価 100 の合計）が対応させられ、200 の利益が計上されることになる。さらに、別
建てで 50（期中平均仕入原価と払出部分の本来の仕入原価の差額）の利益が計上されるこ
とになり、最終的な利益は 250 となる。以上のように、対処のある場合には、200 という
収益と費用の同一価格水準的対応のもとで得られる利益金額が得られるうえに、対処ない











 補章 1 では、以上のように、貸借対照表に計上される棚卸資産の時価の開示、および、













図表 A-1 2 つの解決策 
 解決策① 解決策② 
時価の開示 注記による開示 
貸借対照表上での開示 














補章 2 質的特性からの検討 
 
 補章 2 では、本論文の主張が、実際に会計基準として受け入れられるものであるかとい
う点について、主要な基準設定主体が公表している概念フレームワーク等における、会計
情報の備えるべき質的特徴から検討する。 




















































                                               
39 コスト・ベネフィットとは、「情報が有用であっても、あまりにコストがかかりすぎるならば、当該情報を



























果を予測するのに有用である（第 2 章, par. 1）」という意思決定有用性が、会計情報の基
本的な特性とされている。そして、その意思決定有用性は、「会計情報が将来の投資の成
果についての予測に関連する内容を含んでおり、企業価値の推定を通じた投資家による意
思決定に積極的な影響を与えて貢献する（第 2 章, par.3）」という意思決定との関連性、
および、「中立性・検証可能性・表現の忠実性などに支えられ、会計情報が信頼に足る情
報である（第 2 章, par.6）」という信頼性という 2 つの下位の特性により支えられている











個別の基準が他の会計基準と内的に整合していることとされている（第 2 章, par.9）。比
較可能性とは、「同様の事実（対象）には同一の会計処理が適用され、異なる事実（対象）
には異なる会計処理が適用されること（第 2 章, par. 11）」よって、同一企業の時系列比較
および同一期間の企業間比較を可能にすることをいうとされている（第 2 章, par. 11）。 
 
（4）質的特性からみる本論文の主張 
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